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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第95期

第２四半期
連結累計期間

第96期
第２四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (千円) 7,303,624 7,387,781 14,799,922

経常利益 (千円) 2,517,743 2,618,580 5,044,133

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,747,061 2,205,657 3,585,673

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 2,443,056 3,830,856 4,312,307

純資産額 (千円) 60,794,037 65,526,211 62,227,153

総資産額 (千円) 127,426,277 125,646,743 122,964,278

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 32.42 40.97 66.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 32.37 40.87 66.43

自己資本比率 (％) 47.7 52.1 50.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,484,287 2,384,339 6,884,503

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △10,864,275 △574,287 △11,249,054

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 10,962,632 △1,886,824 4,213,661

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 10,784,784 6,974,478 7,051,250
 

 

回次
第95期

第２四半期
連結会計期間

第96期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 15.18 18.59
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 
(1)　財政状態の状況

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は125,646百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,682百万円

（2.2％）増加しました。株価上昇により投資有価証券が2,344百万円増加したことが主な要因であります。

　負債合計は60,120百万円となり、前連結会計年度末比616百万円（1.0％）減少しました。投資有価証券の増加に伴

い繰延税金負債が734百万円増加したものの、有利子負債が返済により1,328百万円減少したことが主な要因でありま

す。

　純資産合計は65,526百万円となり、前連結会計年度末比3,299百万円（5.3％）増加しました。利益剰余金が1,586百

万円、その他有価証券評価差額金が1,625百万円各々増加したことが主因であります。

　

(2)　経営成績の状況

　当第２四半期におけるわが国経済は、米国の経済政策への懸念や新興国リスクがあるものの、好調な企業業績や株

高に支えられ、個人消費や設備投資の持ち直しにより回復基調が持続しました。不動産賃貸業界におきましては、都

心部の優良オフィスビルを中心に空室率は低下し、賃料水準は上昇傾向にあり堅調な状況が続いております。

　そうした中、当第２四半期末の当社グループ全体の空室率は、物流施設の一部テナント退去により、前期末の1.5％

から一時的に5.1％に上昇しましたが、既に後継テナントは決定しております。オフィスビルの空室率は前期末の

0.5％から満室稼働となっております。今後とも周辺ビルとの優位性を保つとともに、現在開発中の案件も含め新規投

資にも継続して取り組んでまいります。

　当第２四半期連結累計期間の業績は、一部の施設を売却しましたが、既存ビルの稼働率向上による賃料収入の増加

により、売上高は7,387百万円と前年同四半期と比べ84百万円（1.2％）の増収となりました。

また営業利益は前年同期比48百万円（1.8％）増益の2,714百万円、経常利益は同100百万円（4.0％）増益の2,618百

万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、固定資産売却益の計上により前年同期比458百万円

（26.2％）増益の2,205百万円となりました。

 
セグメントごとの経営成績（営業利益は連結調整前）は、次のとおりであります。

①土地建物賃貸事業

　売上高は7,363百万円（前年同期比89百万円、1.2％増）、構成比は99.7％となりました。営業利益は3,071百万円

（前年同期比54百万円、1.8％増）となりました。

②その他

　売上高は23百万円（前年同期比５百万円減）、営業損失は７百万円となりました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

①現金及び現金同等物

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は6,974百万円となり前連結会計年度末から76百

万円減少しました。

②営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は2,384百万円（前年同四半期は3,484百万円の収入）となりました。税金等調整前

四半期純利益3,136百万円および減価償却費1,117百万円により主要な資金を得ましたが、法人税等の支払926百万

円、有形固定資産売却益523百万円の控除要因がありました。

③投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動で使用した資金は574百万円（前年同四半期は10,864百万円の支出）となりました。有形固定資産の売却

による収入1,228百万円があったものの、有形固定資産の取得のため1,712百万円を支出したことによるものであり

ます。

④財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動で使用した資金は1,886百万円（前年同四半期は10,962百万円の収入）となりました。収入の主なものは

社債の発行5,000百万円であり、支出の主なものは社債の償還5,000百万円、長期借入金の返済1,286百万円、配当金

の支払511百万円によるものであります。

 
(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年11月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 53,998,798 53,998,798
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式
単元株式数は100株であります。

計 53,998,798 53,998,798 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2018年６月19日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役（社外取締役を除く）　６名
当社監査役（社外監査役を除く）　１名

新株予約権の数※ 428個（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
※

普通株式　　　42,800株 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額※
株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株予約権
の目的である株式の数を乗じた金額とする。（注）１

新株予約権の行使期間※
自　2018年７月５日
至　2038年７月４日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額※

発行価格　　　１株当たり788円
資本組入額　　１株当たり394円

新株予約権の行使の条件※ （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議に
よる承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）３
 

　※　新株予約権の発行時（2018年７月４日）における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という）は新株予約権１個当たり100株とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割

（当　社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合

には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割または株式併合の比率

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を

必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。
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２．（1）新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、当社の取締役および監査役の

いずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り新株予約権を行使できるもの

とする。

（2）上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

（3）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る）または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交

換がその効力を生じる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直

前において残存する新株予約権を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１

項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付す

ることとする。ただし、本新株予約権の発行要項に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定める

ことを条件とする。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年９月30日 ― 53,998,798 ― 9,827,611 ― 9,199,840
 

 

(5) 【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

銀泉株式会社 大阪市中央区高麗橋四丁目６番12号 6,440 11.97

インタートラスト トラスティー
ズ（ケイマン）リミテッド ソー
ルリー イン イッツ キャパシ
ティー アズ トラスティー オブ
ジャパン アップ（常任代理人 株
式会社みずほ銀行決済営業部）

190 ELGIN AVENUE, GEORGE TOWN, GRAND
CAYMAN KY1-9005, CAYMAN ISLANDS
（東京都港区港南二丁目15番１号 品川イン
ターシティＡ棟）

3,230 6.00

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 2,133 3.96

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,990 3.70

ダイキン工業株式会社 大阪市北区中崎西二丁目４番12号 1,568 2.92

株式会社きんでん 大阪市北区本庄東二丁目３番41号 1,393 2.59

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂一丁目３番１号 1,376 2.56

株式会社三重銀行 三重県四日市市西新地７番８号 1,287 2.39
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日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,163 2.16

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５番地の１ 891 1.66

計 ― 21,474 39.91
 

（注）１．2017年11月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有（変更）報告書において、野村證券株式会社及び

その共同保有者であるノムラ　インターナショナル　ピーエルシー及び野村アセットマネジメント株式会

社が2017年10月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半

期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

なお、大量保有（変更）報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

ノムラ　インターナショナ
ル　ピーエルシー

1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United
Kingdom

78 0.15

野村アセットマネジメント
株式会社

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 2,577 4.77

計 ― 2,656 4.92
 

（注）２．2017年11月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有（変更）報告書において、三井住友信託銀行株式

会社及びその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日興アセットマネ

ジメント株式会社が2017年10月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

なお、大量保有（変更）報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,879 3.48

三井住友トラスト・アセッ
トマネジメント株式会社

東京都港区芝三丁目33番１号 90 0.17

日興アセットマネジメント
株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 216 0.40

計 ― 2,186 4.05
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 195,600
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 53,770,100
 

537,701 同上

単元未満株式 普通株式 33,098
 

― 同上

発行済株式総数 53,998,798 ― ―

総株主の議決権 ― 537,701 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式74株が含まれております。　

 

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)
(自己保有株式) 大阪市中央区瓦町

四丁目２番14号
195,600 ― 195,600 0.36

京阪神ビルディング株式会社

計 ― 195,600 ― 195,600 0.36
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,051,250 6,974,478

  受取手形及び売掛金 277,141 312,877

  その他 131,112 272,921

  流動資産合計 7,459,503 7,560,277

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 67,053,033 65,926,361

    減価償却累計額 △35,908,170 △35,843,344

    建物及び構築物（純額） 31,144,862 30,083,016

   土地 52,666,594 52,640,231

   信託建物 3,353,264 3,343,060

    減価償却累計額 △913,857 △990,333

    信託建物（純額） 2,439,406 2,352,726

   信託土地 11,038,280 11,038,280

   建設仮勘定 156,649 1,535,877

   その他 728,735 732,221

    減価償却累計額 △630,978 △639,408

    その他（純額） 97,757 92,813

   有形固定資産合計 97,543,549 97,742,945

  無形固定資産 30,655 73,582

  投資その他の資産   

   投資有価証券 15,289,699 17,634,682

   その他 2,640,869 2,635,255

   投資その他の資産合計 17,930,569 20,269,937

  固定資産合計 115,504,774 118,086,465

 資産合計 122,964,278 125,646,743
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 23,836 2,388

  1年内償還予定の社債 5,000,000 ―

  短期借入金 5,042,800 5,042,150

  未払法人税等 975,179 931,312

  引当金 29,046 33,396

  その他 1,620,689 1,796,908

  流動負債合計 12,691,551 7,806,156

 固定負債   

  社債 25,000,000 30,000,000

  長期借入金 13,209,750 11,924,000

  退職給付に係る負債 56,567 62,459

  資産除去債務 113,457 113,642

  その他 9,665,797 10,214,272

  固定負債合計 48,045,572 52,314,374

 負債合計 60,737,124 60,120,531

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 9,827,611 9,827,611

  資本剰余金 9,786,472 9,786,093

  利益剰余金 40,187,902 41,774,560

  自己株式 △97,244 △126,737

  株主資本合計 59,704,742 61,261,528

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,329,172 8,954,372

  土地再評価差額金 △4,876,010 △4,768,378

  その他の包括利益累計額合計 2,453,162 4,185,994

 新株予約権 69,249 78,688

 純資産合計 62,227,153 65,526,211

負債純資産合計 122,964,278 125,646,743
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

売上高 7,303,624 7,387,781

売上原価 4,008,374 4,026,322

売上総利益 3,295,249 3,361,458

販売費及び一般管理費 ※  629,177 ※  646,660

営業利益 2,666,072 2,714,798

営業外収益   

 受取利息 208 221

 受取配当金 146,953 150,591

 その他 5,926 5,081

 営業外収益合計 153,088 155,894

営業外費用   

 支払利息 103,710 89,549

 社債利息 129,066 124,774

 社債発行費 63,940 33,220

 その他 4,700 4,567

 営業外費用合計 301,417 252,112

経常利益 2,517,743 2,618,580

特別利益   

 固定資産売却益 ― 523,812

 受取補償金 ― 2,200

 特別利益合計 ― 526,012

特別損失   

 固定資産除却損 1,453 7,936

 特別損失合計 1,453 7,936

税金等調整前四半期純利益 2,516,290 3,136,656

法人税、住民税及び事業税 778,694 883,116

法人税等調整額 △9,465 47,882

法人税等合計 769,228 930,999

四半期純利益 1,747,061 2,205,657

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,747,061 2,205,657
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

四半期純利益 1,747,061 2,205,657

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 695,994 1,625,199

 その他の包括利益合計 695,994 1,625,199

四半期包括利益 2,443,056 3,830,856

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,443,056 3,830,856

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,516,290 3,136,656

 減価償却費 1,234,979 1,117,510

 株式報酬費用 20,017 19,243

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,161 5,892

 賞与引当金の増減額（△は減少） 720 4,350

 受取利息及び受取配当金 △147,161 △150,813

 支払利息 103,710 89,549

 社債利息 129,066 124,774

 社債発行費 63,940 33,220

 有形固定資産売却損益（△は益） ― △523,812

 有形固定資産除却損 1,453 7,936

 受取補償金 ― △2,200

 営業債権の増減額（△は増加） △143,269 △182,021

 営業債務の増減額（△は減少） △4,986 △234,692

 未払消費税等の増減額（△は減少） 135,604 △67,997

 その他 3,184 3,184

 小計 3,916,711 3,380,782

 利息及び配当金の受取額 147,161 150,813

 利息の支払額 △218,577 △220,395

 法人税等の支払額 △361,009 △926,860

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,484,287 2,384,339

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △10,723,560 △1,712,343

 有形固定資産の売却による収入 ― 1,228,543

 無形固定資産の取得による支出 ― △49,742

 投資有価証券の取得による支出 △100,000 ―

 長期未払金支払による支出 △42,270 △42,300

 その他 1,555 1,555

 投資活動によるキャッシュ・フロー △10,864,275 △574,287

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 3,000,000 ―

 長期借入金の返済による支出 △1,414,400 △1,286,400

 社債の発行による収入 10,000,000 5,000,000

 社債の償還による支出 ― △5,000,000

 社債の発行による支出 △90,900 △49,400

 自己株式の売却による収入 35 ―

 自己株式の取得による支出 △46,862 △39,692

 配当金の支払額 △485,239 △511,348

 その他 ― 17

 財務活動によるキャッシュ・フロー 10,962,632 △1,886,824

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,582,643 △76,771

現金及び現金同等物の期首残高 7,202,140 7,051,250

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  10,784,784 ※  6,974,478
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　　該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

　　　該当事項はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　　　該当事項はありません。

 

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　該当事項はありません。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
 至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
 至　2018年９月30日)

役員報酬 83,775千円 83,700千円

従業員給料及び賞与 211,114 〃 218,304 〃

退職給付費用 7,188 〃 11,838 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
 至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
 至　2018年９月30日)

現金及び預金 10,784,784千円 6,974,478千円

現金及び現金同等物 10,784,784千円 6,974,478千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月20日
定時株主総会

普通株式 485,056 9.00 2017年３月31日 2017年６月21日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年11月１日
取締役会

普通株式 457,541 8.50 2017年９月30日 2017年12月５日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 
当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月19日
定時株主総会

普通株式 511,367 9.50 2018年３月31日 2018年６月20日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年10月26日
取締役会

普通株式 538,031 10.00 2018年９月30日 2018年12月５日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）1

合計
調整額
(注）２

四半期
連結損益計算書

計上額
（注）３

 
土地建物
賃貸事業

売上高      

　外部顧客への売上高 7,274,607 29,017 7,303,624 ― 7,303,624

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ―

計 7,274,607 29,017 7,303,624 ― 7,303,624

セグメント利益又は損失(△) 3,016,478 △5,951 3,010,526 △344,454 2,666,072
 

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築請負業を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△344,454千円は、報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）1

合計
調整額
(注）２

四半期
連結損益計算書

計上額
（注）３

 
土地建物
賃貸事業

売上高      

　外部顧客への売上高 7,363,829 23,952 7,387,781 ― 7,387,781

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ―

計 7,363,829 23,952 7,387,781 ― 7,387,781

セグメント利益又は損失(△) 3,071,060 △7,012 3,064,047 △349,249 2,714,798
 

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築請負業を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△349,249千円は、報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。
　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 32円42銭 40円97銭

  (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 1,747,061 2,205,657

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

1,747,061 2,205,657

   普通株式の期中平均株式数(千株) 53,884 53,830

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 32円37銭 40円87銭

　（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(千株) 88 142

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

（社債の発行）

当社は、2018年10月26日開催の取締役会において、次のとおり無担保社債を発行することを決議しております。

項目 第10回無担保社債 第11回無担保社債

発行予定日 2018年11月30日 同左

社債の総額 5,000百万円以内 5,000百万円以内

利率（予定） 0.60％以下 1.10％以下

払込金額 額面100円につき金100円 同左

期限および償還の方法 期限10年、満期一括償還 期限15年、満期一括償還

資金使途
・2019年10月18日第４回無担保社債の
償還5,000百万円に充当

・OBPビル建築資金に充当
同左
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（自己株式の取得および消却）

　当社は、2018年10月26日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議するとともに、会社法第178条の規定に基づき、自己株

式の消却を行うことを決議しております。

 
１　自己株式の取得および消却を行う理由

　　創立70周年を記念する株主還元の充実および資本効率の向上を図るため

 
２　取得の内容

（１）取得する株式の種類　　　当社普通株式

（２）取得する株式の総数　　　1,500,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 2.8％）

（３）株式の取得価額の総額　　1,000,000,000円（上限）

（４）取得する期間　　　　　　2018年11月１日～2019年３月22日

　

３　消却の内容

（１）消却する株式の種類　　　当社普通株式

（２）消却する株式の総数　　　上記２により取得した自己株式の全株式数

（３）消却予定日　　　　　　　2019年４月19日

 
（ご参考）2018年９月30日時点の自己株式の保有

　　　　　発行済株式総数（自己株式を除く）53,803,124株

　　　　　自己株式数　　　　　　　　　　　　 195,674株

 
２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。

①　決議年月日 2018年10月26日

②　配当金の総額 538,031千円

③　１株当たりの金額 10円00銭

④　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2018年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2018年10月26日

京阪神ビルディング株式会社

取締役会  御中

 

仰星監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士  寺　　本　　　　悟 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 洪　　　　誠　　悟 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京阪神ビルディ

ング株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から

2018年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京阪神ビルディング株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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